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埼玉県よろず支援拠点事業における事務業務等に係る労働者派遣業務に係る企画提案応募申込みに当たり以下の要件を全て満たしていることを誓約します。

＜企画提案書を提出する者に必要な資格＞
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でないこと。
（２）埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号。以下「財務規則」という。）第９１条、埼玉県公営企業財務規程（昭和３９年公営企業管理規程第５号。以下「公営企業財務規程」という。）第１２０条及び埼玉県流域下水道事業財務規程（平成２２年流域下水道事業管理規程第１７号。以下「流域下水道事業財務規程」という。）第１６８条の規定により、埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者ではないこと。
（３）提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。
（４）提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けている者でないこと。
（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続開始の申立て、会社更生法（平成１６年法律第７５号）の規定による更生手続開始の申立て又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。
（６）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）により、労働者派遣事業の許可を受けている者であること。
（７）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
（８）個人情報の保護や業務上知り得た秘密の漏洩防止に関して、一般財団法人日本情報経済社会推進協会によるプライバシーマーク制度の認定等、第三者機関の認証を受けている者であること。




